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荒又美陽
はじめに
フランスで暮らすことになった移民にとって、最初の大きな課題であり、また常に課題
であり続けるのが、住居の確保である。第二次大戦後、移民労働者がフランスに入ったと
きには、絶対的に住宅が不足しており、適切な住居を見つけることができなかった移民は、
都市周辺部にピドンヴィルと呼ばれるバラック街を形成するようになった。「移民労働者
フォワイ エ」(foyerde travailleurs migrants, 以下「フォワイ エ」とする。）は、そのピ
ドンヴィルをなくす目的で、 1960年代から80年代初めにかけて作られた。それらはあくま
で一時的な住居として設計されたため、安普請であることも多く、また維持管理が適切に
行われてこなかった。
全国的な傾向として、フォワイ エに入居している移民のなかには、建設時から遠くない
日からそこに住み続け、今や高齢となっている人々も多い。現在、フォワイ エの研究は、
設備の整わない施設における高齢化の問題を対象とするものが中心になっている。
他方、以下で触れるパリ周辺のフォワイエは、全国平均と比べると、高齢化は進んでい
ない。首都圏では、移住してきた時期が比較的遅いサハラ以南アフリカからの移民（以下
「アフリカ系」とする）が居住者の多数を占めているからである。その意味では、この地
域のフォワイ エは、他の地域とは少し異なる問題を抱えている。本稿は、パリ周辺のフォ
ワイ エを取り巻く環境の変化とその問題点について、行政およぴフォワイ エ管理組織の資
料と現地調査にもとづき、報告する。
1 . フォワイエと社会的混合
まずは、フォワイエという住居の政策的な位置づけについて述べておきたい。フランス
の住宅政策は、 19世紀に都市部に移入した労働者の住宅問題から展開している。労働者を
受け入れるために建設されたフォワイ エは、その延長線上に誕生したのだが、他の公的住
宅とは性質が異なる面もある。
パリで最初の労働者住宅は、・ルイ ・ナポレオンが資金を投じて建設させたシテ・ナポレオ
ンである。同様の住宅の建設は、 19世紀半ばに複数の例が見られるが、当初は民間資金に
よって供給がなされるべきであると考えられていた。公的な資金による援助を繰り入れた
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「低廉住宅 (HBM)」の建設を促進するシーグフリード法は、 19世紀末の1894年になって
成立した。これは、 1950年以降、 HLM(適l卜＾．家賃住宅）という公的賃貸住宅の建設促進政
策へと引き継がれることになる。
このHLMの元となった「低廉住宅」という発想について、 19世紀フランスの住宅法規の
詳細な研究を行った吉田克己は、階級の分離を回避する意味合いが込められていたと述べ
ている（吉田1996: .109)。パリ市において住宅建設への公的介入が検討された際に、「労
働者住宅」ではなく「低廉住宅」という名称を選択されたことには、特定の社会グループ
を指さないことによって、オスマン化以前のパリの階級混合状態を復活させるという意図
があったというのである。それは、あくまでパリ市のレベルでの議論であり、そのまま国
政に反映されたというわけではないが、同時代のシーグフリード法による住宅の名称が「低
廉住宅」を採用したことには類似のロジックがあったと考えられる］）。現在のHLMにおい
ても、特定の階級や社会層による偏りを防ぎ、社会的混合 (mixitesociale)を実現しよう
という試みが続いている (Houard2009)。公的住宅を特定のカテゴリーの人々に向けて建
設することは、フランスでは好まれないのである。
そのような傾向に照らすと、移民労働者フォワイエは、単身の移民労働者向けというこ
とであるから異例で、対象がかなり限定されている。ここには、フォワイエが、 1950-60年
代の移民の大量流入という特殊な状況のなかで、特殊な施設として生み出されたことが表
れている。 1966年の内務省の調杏では、ビドンヴィルはパリ地方に119を数え、 46,827人の
居住者があったとされている。さらに、フランス全体のビドンヴィルの居住者は75,000人
と見積もられていた (Bernardot,1999, p.43)。フォワイエは、こうした状況を解消するこ
とに社会の関心が集中したからこそ、可能になった施設なのである。
フォワイエを供給してきた組織の代表に「アドマ」 (Adoma)がある。 1956年にアルジェ
リア移民労働者の住店を提供するために発足し、アルジェリア独立後の1963年に改編され
てから2006年の再改編までは、 Sonacotra(Societe nationale de construction de loge-
ments pour !es travailleurs) と呼ばれていた組織である2)。当初は、労働省ではなく、内
務省によって、アルジェリア移民の管理をする意味で設立された。
Sonacotraが建設したフォワイエでは、管理人は重要な意味をもち、軍隊を引退したばか
りで、かつ結婚していることを条件に選別された。軍人であったということは、アルジェ
リアやセネガルで現地民の歩兵を指揮した経験があるという理由によっており、また夫婦
が管理人として居住することは独身の労働者たちに安心感を与え、モラルを管理する旨の
意図があったという (Bernardot,1999 : 41)。
この点においても、フォワイエという公的住宅は特殊な住宅であった。 191lt紀の労働者
住宅も、生活時間の管理や、入浴習慣の義務化などを通じた、労働者の教化が目的となっ
ていたことが明らかにされてきているが、このフォワイエの管理人の選別には、明らかな
秩序維持の意図が認められる。ビドンヴィルを解消してフォワイエを提供するという方針
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は、移民労働者の福祉というよりは、受け入れ社会の都合によっていたとも解釈されよう。
1972年の時点でも、フランスの151のフォワイエのうち、実に144がアルジェリア経験のあ
る元軍人によって管理されていた (Boyer,2001 : 101)。
1970年になると、ビドンヴィルはほぼ解消されたとして、都市の衛生状態は、不衛生住
宅に個別に対処するための法律（ヴィヴィアン法）によって管理されることになった。実
際には、 1970年代を通じてなおビドンヴィルの解体は続けられていたのであり、またマル
セイユには1995年まで小さなビドンヴィルが残っていたとされる (Gastaut,2000 : 124)。
しかし、上の方針転換には、ビドンヴィルやその居住者に対する警戒心が薄れたというこ
とが読み取れる。 1970年代後半からは、移民の住環境の問題としては、主に郊外団地が取
り上げられるようになり、フォワイエはしばしば放固されたまま、居住者の高齢化が進む
こととなった。
他方、 1980年代以降は、都市内部において、別の住宅問題が浮かび上がってきた。主に
パリ地方において、都心部にオフィス需要が砧まり、バプルともいえる状況が生まれたの
である（都留2005:.36、檜谷1995,: .22)。開発が進むなかで、それまで低所得層を受け
入れていた低家賃住宅や家具つきホテル（日単位、週単位、月単位で貸し出される居住用
ホテル）の解体が進み、新たな住居を見つけられない人々が路上生活を強いられることに
なった（稲葉2001: . 63) J)。パリにおいて、サスキア・サッセンが描いた「グローバル・
シティ」化が、このときまさに起こっていたと見ることができよう。
ホームレスの増加は、住宅困窮者への社会的関心の高まりへとつながった。 1990年、住
宅への権利を実現するためのベッソン法が成立し、 1998年にはそれをさらに確実に進める
ために「反排除法」も定められた。
こうして、都市内部では、ホームレス対策としての社会住宅の建設が求められ代一時的
な宿泊施設の需要が高まることとなった。それは、移民労働者を受け入れ対象としてきた
フォワイエに、新たな変化を強いる圧力にもなっていく。
2 . フォワイエから社会的住居ヘ
フォワイエは、現在の移民政策の中で、どのように捉えられているのだろうか。
移民管理省際委員会総事務局 (Secretariatgeneral du Comite interministeriel de 
controle de !'immigration)が2009年12月に議会に提出した報告書から見ておきたい。報
告の主たる内容をなすのは、移民の流入規制であるが、ここで取り上げたいのは、同報告
書第三章の第二項に挙げられた「統合を進めるために行われた主な施策」である。その中
で、「特に注意を払って2008年と2009年に対象とした介入分野」の一項目に「移民労働者フォ
ワイエ」がある。報告書全体の中ではほかには住居に関する項目は立てられていないため、
現在、移民政策全般の中で、住居に関してはフォワイエに注目が集まっていることが看て
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取れる。
フォワイエについて重視されているポイントは二点ある。ひとつは、フォワイエという
建造物への対処であり、もうひとつは、過密居住である。その一つ目のポイントには、以
下のような記述がある。「移民労働者フォワイエヘの対処の計画を実行することは、この
フォワイエ住宅という特殊なカテゴリーを一般法の地位へと進展させ、社会的住居 (resi-
dence sociale)に転換することを目的とした、国家の断固とした政策にもとづいている」。
つまり、「特殊な」施設であったフォワイエを解体し、「一般」的な「社会的住居」として
新たに利用するというのである。
社会的住居とは何か。それは「特に資力や生活状況によって、特別な困難を証明できる
すべての個人や家族」のために提供される公的住宅である5)。ホームレスの増加に伴い、
1990年代に成立した、住宅への権利に関する法律との関連が強い。彼らを受け人れるため
の施設を建設しなければならない。しかし、そのための土地や建物の取得は容易ではない。
そこで、移民労働者のフォワイエを住宅困窮者の施設として再利用しようとしているとい
うのが実情だろう。
では、フォワイエの解体は、なぜ「統合」という枠組みで語られているのだろうか。す
でに述べたように、特定の社会カテゴリーを対象とする公的住宅は、フランスでは避けら
れる傾向がある。このため、移民以外の人々も受け入れることによってフォワイエの「社
会的混合」を進められると主張することが可能なのである。しかし、それが居住者たちの
意思にかなうだろうか。その根拠はない。「統合」はフランス社会の側からの要請にすぎな
いのである。この事業は1997年からはじまり 6)、2008年には1078万9千ユーロ（およそ14億
円）が投入されている。
長い間フォワイエを建設・運営してきたSonacotraは、 2006年に「アドマ」に改組された。
2009年の活動報告書叫こよれば、それは特に90年代以降、その職務が非常に多様化し、対象
者が拡大したことが背後にあるという。つまり、この組織変更にも、 Sonacotraへの要請が
移民労働者の受け入れ・管理から住宅困窮者対策にシフトしたことが表れているのである。
実際のところ、現在アドマが経営する施設は、 500の緊急宿泊所(hebergementd'urgence)、
500の安定化への宿泊所 (hebergementde stabilisation)、371の冬季受け人れ所 (accueil
hivernal)、263の社会的住居(residencesociale) (うち14が家族寮(pensionde famille))、
そして206の移民労働者フォワイエである。このように、フォワイエはすでにアドマが経営
する施設のなかの主役ではなくなっている見
社会的住居は、 2005年にはアドマの所有不動産の42%であったが、徐々に増え、 2009年
には56%を占めるようになっている。それは、主にフォワイエからの転換による増加であ
る。同じ期間に、その施設への受け入れは、住宅数にして67,002から65,607へと 2%滅少
している。それは、主に複数人で使用していた部屋を個室に切り替えることから生まれた
という。個室化は、居住者のプライバシーを守り、より安心できる居住環境を提供するた
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めの方策ともなるだろうが、住宅数の減少は、当然、居住できる人数の減少に結びつき、
住宅の種別が変更されれば、移民への割り当てが大きく削減される可能性がある。この事
業は2op年までに進められる予定だという 9)。フォワイエの改修は、外部的な要請によっ
て、すでに着々と進んでいるのである。
3 . パリのフォワイエの現状
では、パリのフォワイエは、現在どのような状況にあるのだろうか。アドマの同報告書
のデータから見ていきたい。アドマは、フランスを大きく五地域に分けて事業を行ってい
る。イール・ド・フランス、北東地域、ローヌ・アルプ、南東地域、西部地域である。イー
ル・ド・フランスは、面積は最小であるが、予算は全体の40.9%と最大を占めている。
フォワイエ居住者の高齢化は多くの報告が指摘するところだが、イール・ド・フランス
地域のフォワイエにおいて、 60歳を超える居住者は全体の35%であり、晶い率ではあるも
のの、全国平均の39%は下回っている。すでに述べたように、それは全国平均に比して、
マグレブ出身の居住者の率が低いことによるものである。マグレブ系の居住者の率は、全
国乎均が48%、マルセイユを含む南東地域では76%にものはるのに対し、イール・ド・フ
ランスでは43%である。
他方で、イール・ド・フランスに特徴的なのは、アフリカ系の居住者の多さであり、全
国平均18%に対し、 30%と非常に高い割合になっている。居住者の職種では、被雇用者・
職人(salaries/artisans)が45%を占め、全国平均の31%を大きく上回っている。そこには、
アフリカ系移民が主に就いている清掃や警備などの都市的な低賃金労働が反映されている
と見ることができる。
パリ市に関しては、同市のシンクタンクであるAPUR(パリ都市計画工房）によって、
アドマを含むすべてのフォワイエについての詳細な報告書が2002年と2006年に作成されて
いる 10)。2002年の報告書については別のところで述べているため11)、ここでは2006年の報告
書の指摘を見ておきたい。
2006年報告書によれば、 1997年から2002年のフォワイエに関する五ヵ年計画は、三つの
目的をもっていたという。建造物の改修や契約切れのときに社会的住居に移行すること、
修復に先立って社会プログラムを作ること、個人の独立した住居を作ること、の三つであ
る。社会プログラムという点にわずかに居住者への配慮が見られるものの、基本的には国
の方針をいかに実行するかが問題であったことを看て取れる。それが2002年までに実現に
いたらなかったため、五ヵ年計画は2002年から2006年までに延長された。市の報告書は、
それぞれの最終年に作られている。
では、五ヵ年計画の目的は、どの程度達成されているのだろうか。 2006年の時点で、フォ
ワイエの施設数・ベッド数は2002年からほとんど変わっていない。改修が済んだところは
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社会的住居に転換しているが、それは46施設中 7施設にとどまっている。居住者数にも変
化はない。パリ全体でいえば、居住者は2002年から2006年に8,493人から8,496人に、そこ
に一緒に暮らしていると見積もられる人々は5,583人から5,917人になっており、過密居住
の状況にも変化はない。改修の影響は、データからは読み取ることができないが、三つの
目的のひとつである個室化に関しては、かなり進んでいる。 2006年の時点で46%が個室と
なっており、そのほかは、 3人部屋が33%、2人部屋が16%、寄宿舎の形式が5%である。
現在の居住者の特徴をみてみよう。男女比で見ると、フォワイエに居住する女性は 4%
に過ぎない。 378人の居住女性のうち、 212人が二つのフォワイエに集中している。国籍か
らみると、 60%がアフリカ系であり、マグレプ系が19%である。フランス人は16%である
が、概して帰化したマグレプ系かアフリカ系であると報告されている。パリのフォワイエ
の3分の 2においてアフリカ系は居住者の半数を超えている。パリ市内のフォワイエの多
くは、アフリカ系移民の単身の男性の施設だということである。居住者の高齢化について
も、 60歳以上は平均して22%にとどまっており、また必ずしも登録した居住者が住んでい
るわけではないということから、フォワイエ管理者の実感としてはこれは問題としては捉
えられていない。
報告書には、 46の施設それぞれについて、管理者、所有者、ベッド数、居住者数、同居
者数（見積もり）だけではなく、建設年と開業年、部屋の広さ、居住者の男女比、年齢、
国籍、職業などが仔細に報告されている。それだけではない。「パリの移民労働者フォワイ
工への社会的・衛生的・文化的介入」の度合いを測ることを目的とした2006年の報告書は、
それぞれのフォワイエがどの程度、外部の社会とのつながりをもっているかに着目してい
る。
たとえば、アフリカ系移民が多いフォワイエでは、過密居住の状態になっていることが
多く、また内部でインフォーマル活動が行われていることも多い。なかでも、共同の食堂
は頻繁に見られ、 2006年の報告書では、たとえばその食堂が居住者だけを対象としている
のか、外にも開かれているのかを調査している。また、どのような外部の支援団体がフォ
ワイエに入っているのかもすべて示されている。
実際のところ、外部の団体はどのようにフォワイエに入っていったのだろうか。フォワ
イエの管理は、法律の規定どおりに行われているわけではない。 2000年の都市連帯再生法
では、フォワイエの管理者、必要であれば所有者、そして少なくとも同数の居住者による
協議機関 (conseilde concertation)が設置されることになっている 12)が、実現している
のは43のうち10にとどまっている。代わりに管理者と居住者を結んでいるのは、任意の居
住者組織である居住者会 (comitede residents)である。この居住者会に認められなけれ
ば、たとえ善意で活動する団体であっても、フォワイエで信用を得ることは難しい。それ
には、長い時間がかかるため、あきらめてしまう団体もあるという。
この結果を受けて、報告書は、フォワイエに介入するために、仲介者を育てること、言
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語や情報技術の支援を強調すること、住居を探す支援をすること、加齢や退職に伴う困難
を先取りして示すこと、支援団体の活動を助成すること、フォワイエ内の共同部屋を維持
すること：行政スタッフを教育すること、支援団体の経験を共有することの 8つを提案し
ている。
調査は、フォワイエで不足している支援を明らかにすることが目的であるとしているが、
それがフォワイエの改修が進まないことが明らかになった2002年にはじめられたことは、
国家的な要請との関連を強く感じさせる。フォワイエの改修のためには、居住者の協力を
得なければならないことを行政は痛感したのであろう。フォワイエ内部の実態を探り、い
かに内部に入るかを調査したことは、居住者の支援というよりは、改修事業を進めるため
であると考えられる。
パリ周辺のフォワイエを見て歩くと、改修中となっているものが少なくない。今後、フォ
ワイエの改修は徐々に進められていくだろう。データ上は、居住者層の変化は見られない
ようであるが、実際はどうなのだろうか。居住者にとっては、フォワイエの改修事業はど
のような意味をもちうるのだろうか。
4 . アフリカ系移民のフォワイエ
パリのフォワイエは、アフリカ系移民の人居が多い点に特徴があった。まずは、アフリ
カ系移民がどのようにしてパリ地域のフォワイエに多く居住するようになったのかを考え
てみたい。
フランスが新規移民の受け入れを停止した1974年以降に多くが入ってきたアフリカ系移
民には、政策的な受け入れ措置がとられなかった。そのため、彼らは自分たちで新たな移
住後の居住の仕組みを作っていかざるを得なかった。テイムラによると、最初は先に移民
していたマグレブ系移民から手がかりを得たという (Timera,2000)。彼らはそれを「アラ
プの部屋」と呼んでいた。それらはカーヴ、他の用途から転用された住居、不衛生なアパ
ルトマンといった、老朽化・周辺化した不動産であったという。フォワイエも、当初は主
にアルジェリア移民のために建設されたのであり、より条件の良い住居を見つけることが
できたアルジェリア移民からアフリカ系移民に受け継がれていったと考えることができ
る。
アフリカ系移民は、先に到着した移民が、後から来る同郷者や家族を受け入れる (Time-
ra, 2000)。十分な受け入れ場所があるかどうかはさしあたり問題ではない。アフリカ系移
民の多いフォワイエで、特に過密居住が問題となっているのは、そのためである。そして、
同じフォワイエのどこかに空きが出れば、同居していた人が、そこへ移動する（荒又2009)。
こうして、徐々にフォワイエにはアフリカ系移民が多く居住するようになったと想像され
る。
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アングラードは、すでに1976年に、フォワイエに到着するマリ人の証言を報告している
(Anglade, 1976)。そこでは、フォワイエで唯一の白人である管理人は横暴であり、居住
者の要求にこたえてくれないため、それぞれが自ら生活を管理している。たとえば、食堂
は、失業者が料理を担当することによって、相互の生活を支える仕組みの一部となってい
る。アフリカ系移民が多いフォワイエにおいて、居住者会か組織され、インフォーマル活
動が多く見られるのは、そのような相互扶助活動が必要だったからと考えられる。では、
現在、フォワイエではいかなる生活が営まれているのだろうか。
2010年 9月の日曜H、アフリカ系のソニンケコミュニティの研究をしている井形利正氏
の案内で、パリ市東部に隣接するモントルイユ市のフォワイエのひとつを訪れる機会を得
た。印象中心の記述になるかもしれないが、筆者の目にした情景を記しておきたい。モン
トルイユの市庁舎の近くにある地下鉄の駅を降り、バスでその近くまで行くと、一軒家が
立ち並ぶ田園都市的な郊外が広がっている。静かで、荒廃した雰囲気はまったくない。モ
ントルイユには、ほかに 6つのフォワイエがあるという。訪問したフォワイエにも、修復
を知らせる看板が立てられていた。
11時30分ごろ、現地に到着すると、フォワイエの前には出店がいくつも並んでいた。焼
きとうもろこし、飴やキャラメルなどのお菓子や石鹸などの日用品、茶、たまねぎやじゃ
がいもなどの日持ちのする野菜が少し、 13時30分ごろには、ジーンズやTシャツなどの H
常衣料を売る店が出ていた。時計を売る店もあった。
建物の入り口にはロッカー室があり、奥にはスーパーでレンタルできる大きなワゴンが
数台置いてあった。皮をはがれた羊か子牛が二頭乗ったワゴン、大きな鶏が10羽ほど積ま
れたワゴン、牛肉か羊肉の塊が積まれたワゴンであった。これらが、調理されて食堂で供
されている。
築30年というそのフォワイエは、非常に清潔に住まわれていた。単身の男性ばかりが住
んでいれば、多少のにおいや汚れがあるものと予測していたが、全員が清潔さを保ってい
ることが窺えた。ベッドひとつで家賃は300ユーロであり、それをさらに分け合って住んで
いるという。本来はベッドが二つの部屋であったが、ベッドの足を継ぎ足してかさ上げし
た下にマットレスを敷き、それぞれ一人ずつ多く寝ている。出身国や民族が違うことから、
フォワイエ内部の共通語はフランス語である。
インタビューに応じてくれた居住者のドゥカラ・マレ氏は、自分たちは貧しいのだとい
うことを強調していた。少しのお金で買える店がないために、フォワイエには小さな出店
がたくさん出る 13)。家賃も分け合って、狭いスペースで数十年住まざるを得ない。食堂には
週に 2回、近所に住むアフリカ系の女性たちが料理を作りに来る。私たちも一緒に食事を
取ったが、 3人分 41Ilとって7.5ユーロであった。チェプジェン、マフェなどの西アフリカ
の料理が中心であり、値段だけではなく、自分たちの習慣にあったものを手に人れる工夫
であることは明らかであった。
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フォワイエは、妻子を国において働いている男性たちが住んでおり、家族を呼び寄せる
と付近のアパルトマンに移るという。それでも、土日はフォワイエにやって来て、一緒に
食事をしたり、買い物をしたりする。実際のところ、イェリマネ (Yelimane)というセネ
ガル・マリ・モーリタニアの国境地域14)から来ている人々は、（彼によれば）「全員」モント
ルイユに住んでいるという。
5 . その修復が意味するもの
このように、フォワイエは、彼らの生活の重要な拠点であり、物理的にも精神的にもそ
こに住まう移民たちを支える役割を果たしている。彼らへのインタビューの中では、修復
についてはほとんど意識されていないようであったが、フォワイエが解体され、他のコミュ
ニティやカテゴリーに属する人々が多く住むようになれば、彼らのネットワークまで解体
される可能性がある。
しかし、アフリカ系移民のアソシェーションを運営するデンバ・シディベ氏は、フォワ
イエの修復をネガテイヴに捉えていないだけでなく、不可欠だと考えている。彼自身は、
フォワイエに住んでいるわけではないが、居住者と多くのかかわりをもっている。すでに
修復されたフォワイエについての知識もあって、それを踏まえながら、次のように話して
くれた。
確かに、修復をすれば賃料は上がり、個室化は部屋のサイズを縮小する。しかし、 40年、
50年と放置されてきたフォワイエは、多くの不具合を抱えている。彼が関わるパリのベル
ヴィル地区のフォワイエは、修復のあとももともとあった組織が残っており、悪い影響は
ないという。むしろ、修復の際に居住者同士が話し合う必要があり、結果としてフォワイ
工の中で問題があったときに誰に訴えればよいか、という仕組みが強化される効果もあっ
たという。
また、社会的混合の可能性についてたずねたところ、フォワイエにそれまでとはちがう
コミュニティやグループに属する人々が入っていくのは非常に難しいだろうと語ってい
た。フォワイエは、きわめて特権化された場所で、この村の人はここ、というように機能
している。手紙を受け取る、故郷の情報を得るなど、すべてがフォワイエを拠点としてい
る。そのため、ソニンケとバンバラ、ソニンケとウォルフといった西アフリカの民族が一
緒に住むことならありうるが、マグレブ移民やフランス人が混じることは考えづらいとい
う。その意味で、彼は、修復がフォワイエの生活のあり方や移民コミュニティを変化させ
るとは考えていない。
デンバ氏の言葉は、近年の改修にもかかわらず変化が見られないパリ市のデータや、モ
ントルイユのフォワイエの生活と一致してはいる。では、改修はフォワイエに住む移民に
とって有利に働いていると見てよいのだろうか。おそらく、簡単にはそういう結論は出せ
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ないだろう。フォワイエの経営者は、建て替えや修復を漫然と行っているわけではない。
イール・ド・フランス地域について、アドマの報告書の最大のポイントは、 2006年に開
始されたパリ19区のラ・コマンドリ大通りのフォワイエの改修が、 2010年夏終了見込みだ
ということであった15)。もともと住んでいた人々の住宅は、その時点ですでに確保されてお
り、その上で92戸のワンルーム住居（うち30が高齢者向き）が新たに提供されるという。
それらが過密居住となっている同居人に割り当てられるのであれば、デンバ氏が言うよう
に、フォワイエはアフリカ系移民の拠点であり続けるだろう。しかし、そこに行政が新し
い居住者を割り当てれば、変化が起こることになる。
2010年9月の時点では、ラ・コマンドリのフォワイエにも小さな出店は多く残っており、
コミュニティの生活はそれなりに維持されているようであった。しかし、内部で何が起こっ
たのか、そして今後、居住者層に変化が起こるのかどうかは明らかではない。老朽化した
施設は修復され、外壁もきれいに塗りなおされていたが、居住者にとって果たしてその事
業がどのような意味を持ったのかについては、更なる調杏が必要である。
終わりに
ビドンヴィルの解消を目的として、移民労働者フォワイエが建設されるようになって50
年以上たった。一時的な住居として、適切な修復・管理が行われてこなかったフォワイエ
は老朽化が進み、何らかの手を入れる必要が出てきている。現在、その修復工事が次々と
進められているが、これは不可欠なものである。 50年の間に、アルジェリアやモロッコや
サハラ以南のアフリカから来た移民は、フランスでの生活を固め、高齢化しつつある。特
殊な施設であったフォワイエを社会的住居に変え、一般法の対象として社会的混合を進め
ることは、移民を特別視せず、住宅困窮などの社会問題から彼らを捉えなおすことも可能
にする。その意味では、この政策は、政府の報告書の通り、移民の「統合」に資する可能
性もなくはない。
しかし、行政がそれらの工事を進めたのは、決して居住者の福祉を重視する姿勢による
ものではなかった。ホームレスの増加という新しい社会問題に対処しようとしたときに、
転換しうる既存施設として、フォワイエが都合よく浮かび上がったに過ぎない。そう考え
るとき、行政から受け入れ場所や必要なサービスを与えられてこなかったアフリカ系移民
のネットワークが余計なものと見られ、解体されていく危険性についても指摘せざるをえ
ない。とりわけ、アフリカ系移民の多いパリ周辺のフォワイエでは、それによってより困
難に陥る人々が出てくることもありうる。
1997年に開始したというフォワイエの改修事業は、強硬に進めることはできず、今のと
ころ、大量の強制排除が起きたということもない。とはいえ、国の「断固とした」方針は、
おそらく構造的には今までのフォワイエでの生活を維持できなくしていくだろう。では、
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どのようにすることが居住者の意図にかなうのだろうか。
フォワイエの居住者が望んでいるのは、政府と全面対決をし、フォワイエを手付かずの
まま守り抜くことではない。安全で、適切な住資源を得られる環境を維持することである。
その点から見れば、今回の調査から見えてきたことはネガテイヴなことばかりでもない。
修復に当たり、居住者のネットワークが強化されたという見方もあり、事業者も「介入」
の方法を探るなかで居住者会との関係づくりを求めている。その交渉を通じて、フォワイ
工の居住者の要求が伝わることもあるのではないか。行政が求めているのは、そこが移民
の特権的な場ではなくなることである。しかし、たとえそうだとしても、修復が事業者と
居住者の新たな出会いの場となり、政府や行政が意図せざる結果として、新しい共生の形
が見出されていくことを願いたい。
注
1)中野 (1999)は、低廉住宅という呼称には、労働者だけではなく、職員や職人へも広げ、大衆向
けの良質な住宅を整備しようという意図が込められていたとして比較的ポジテイヴな評価を採用し
ている (p.130)。
2) Sonacotraの業務は、フォワイエの建設のみではなく、ビドンヴィルからの一時的な退避施設(cite
de transit)や、 HLMの建設も含まれていた。 HLMに関しては、 LOGIという子会社が設立され、
1980年代には本体から分離されて主に一般のフランス人向けの住宅を作る組織となった (Bernar-
dot, 1999, p.40)。その意味では、 Sonacotraは、労働者一般の住居の建設を目的としていたが、主
な居住者は一貰して移民であった。
3)稲葉 (2001) によると、 80年代のバプルが崩壊して以降、都心部に作られたオフィスが空き家と
なった。住居を求める運動を始めたDALによって占拠されたのは、そのような場所であったという
(p.64)。また、 90年代後半に始まるバブルは、ゼロ金利政策、住宅融資の規制緩和といった政府の
持ち家政策によって引き起こされたものと見られている（都留2005,p.36)。
4) 2000年に成立した都市連帯再生法 (SRU法）においては、都市圏の自治体が社会賃貸住宅を主住
居の20%とするよう定めている。パリ市は、 2001年から年間4000件のペースで社会住宅を増やし、
2009年 1月時点で16.0%に達したと見られている。2014年に目標に達する予定である。 (www.paris.
fr, Atelier parisien d'urbanism, Note de 4 pages, no.26, avril 2009) 
5) Code de la construction et de !'habitation, Art. L633-1, Art. L301-l 
6) Mairie de Paris, 2006, p. 7 
7) アドマホームページよりwww.adoma.fr
8)アドマの管理する宿泊所には、難民申請者も多く含まれる。報告書によれば、難民申請者の25%
をアドマが受け入れ、うち53%が難民認定を受けていることも記されている。
9) また、 2009年の報告書では、アドマの財政の健全化、また住宅の改築による最気浮揚策との連動
が随所に示されている。ここには、この組織に対する新自由主義的な圧力の強さを見て取ることが
- 77-
できる。
10) 2002年の報告書は、パリ市とパリ県の依頼でパリ都市計画工房 (APUR)が作成したものであり、
現状を把握する総体的な研究である。それに対し、 2006年の報告書は、パリ市の要望によりAPUR
が作成したもので、医療や識字教育、社会・行政サービスの補助、文化活動などがフォワイエごと
にどの程度提供されているかを調べたものである。
1)荒又芙隔「フランスにおける移民の住宅問題ーパリ市の現状と課題」平成20-22年度科学研究費
補助金基盤研究A(海外学術調査）課題番号2080014研究成果中間報告書「フランスの移民問題の現
状及ぴ社会統合政策上の課題に関する調査研究」平成21年5月研究代表者宮島喬、 pp.15-28
12) SRU法Art.L.633-4 
13) 中国人は、よく店を出すという。マレ氏の部屋にも「福」の字が入った時計がかかっており、少
なくとも中国製の曲品がしばしば販売されていることか見て取れた。
14)マリ移民のほとんどは、バマコではなく、カイ (Kayes) というセネガル・マリ・モーリタニアの
国境地帯から来るという。マレ氏は、中でも 4つのカントンと12のコミューンからなるセルクル
(cercle)のイェリマネという地方の出身である。
15) このフォワイエに関しては、フランスにおけるソニンケ人コミュニティのホームページ「ソニン
カラ・コム (Soninkara.com)」が記事を掲載している。それによれば、 2006年の事業開始当時、建
て替えに関する争点は、食堂と礼拝室を維持できるかどうかであった。交渉はSonacotraが居住者会
との話し合いの際に機動隊を呼んでいたことによって混乱した。 (2010年7月18日付け。このフォワ
イエの居住者の権利をめぐって戦ったナバカ・カマラが7月10日になくなったことから、 2006年に
hns-inf o.netに掲載された記事の引用がされている。）このホームページには、フォワイエに関するぶ
事は多くない。ほかには、 LePointの記事からの引用として、 2010年の夏に、 13区のシュヴァルレ
通りのフォワイエに皆察が介入した記事を掲載している。そこでは、中国系の運営者によって、小
さなエッフェル塔などの中国製のお土産品が売買され、仕入れたセネガル人によってトロカデロや
ヴェルサイユ宮殿で路上販売されているというものである (2010年7月2日付）。真偽は確認できな
いが、モントルイユのフォワイエにおける中国系の人々のプレゼンスの大きさや、フォワイエにお
ける仕事の仲介などを連想させ、興味深い。
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